
フランス上院（元老院）改革２法が成立
門 彬

フランスでは、昨2002年の大統領選挙、続く

総選挙において、シラク大統領を支持する保守

勢力が圧勝し、1997年以来続いていた保革共存

体制が解消した。国民議会（Assemblee
 

nationale）（以下、「下院」とする）と元老院

（Senat）（以下、「上院」とする）の両院におい

て、政権与党が圧倒的多数を占め、ラファラン

内閣は安定した基盤の上に立って、地方分権改

革、司法改革、年金改革、軍備改革等々、さま

ざまな分野で意欲的に改革を推し進めている。

立法府においても、去る2003年７月７日、折

から開催されていた臨時議会において、クリス

ティアン・ポンスレ上院議長自らが提案者の一

人となって上程されていた、上院改革のための

議員立法２本が可決された。一つは「上院議員

の任期及び被選挙権の年齢並びに上院の構成の

改革に関する2003年７月30日の組織法律第

2003-696号」（以下「組織法律2003-
(１)

696号」であ

り、いま一つは「上院議員選挙の改革に関する

2003年７月30日の法律第2003-
(２)

697号」（以下「通

常法律2003-697号」）である。本稿ではこれら二

つの法律制定の背景、法律の概要、さらには憲

法院の判断等を紹介する。

１ フランス上院の概要

フランスの議会制度は、大革命以降、幾多の

変遷を遂げてきたが、1958年憲法による第五共

和制では、上下両院からなる二院制を採用して

いる。上院は、若干の例外事項を
(３)

除き、下院と

ほぼ対等の権限を有している。上院議員の定数

は321議席、被選挙権は満35歳以上で、任期は９

年である。３年毎にその約三分の一が順次改選

され、議会の解散はない。上院議長は各改選後

に開催される議会で選出されるが、議長は、国

家序列の中で大統領に次ぐ第二位の地位にあ

り、憲法第７条により、大統領が空席又は執務

不能に陥った場合には、その代行を務める。

憲法第24条第３項は「上院は、間接選挙で選

出される。上院は、共和国の地方公共団体の代

表を保障する。フランス国外に居住するフラン

ス人は、上院において代表される」と定めてい

る。しかしこの上院は共和国の「地方公共団体

の代表」であるという概念は、同じ憲法第１条

の「フランスは単一で不可分の共和国である」

という概念や、第３条の「国民（人民）主権」

を定めた条文と絶えず緊張を孕んだ関係にある

と
(４)

いう。

もともと、大革命により封建的な旧体制を打

破したフランスは、国家と個人たる人民との間

に地域の代表というような中間的な介在を認め

ない「単一で不可分の共和国」を国家統治の基

本としてきた。それは、地方に依拠する反革命

勢力や貴族等を排除する必要があったからであ

り、このために強力な中央集権体制を敷いたと

いう歴史を持っている。

こうした歴史的経緯から、「地方公共団体の代

表」たる上院の存在については、フランスの憲

法学者の中でも様々な解釈がなされてきたよう

である。例えば、上院は「地方公共団体の代表」

であるとは言っても、個々の地方公共団体の利

益代表というわけではなく、そこで代表するの

は「不可分の総体としての公共団体」であり、

「地方のレベルにおいて考えられる国民の総

体」である、という解釈に立つ憲法学者もいる。

直接選挙で選ばれるアメリカの上院議員が州を
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代表するというよりも、特定の利益集団の代表

という色彩が強いことに比べ、間接的代表とし

て選出されるフランスの上院は、共同体の代表

を保障する最良の手法であると
(５)

いう。

もっとも、今年2003年３月に成立した憲法改

正法「地方分権
(６)

化法」で、共和国を定義した憲

法第1条に、共和国の不可分性を堅持しつつ、「そ

の組織は地方分権化される」という新たな条項

が加えられた。これまでの憲法論議にも大いに

影響があるものと思われる。

ここでは憲法論議はさておくとして、フラン

スでは、上下両院を問わず、国会議員は、地方

政府の
(７)

首長や地方議会議員との兼職が認められ

ており、実質的に多くの議員が、選出母体であ

る地域と政治的に密接な関係を持って
(８)

いる。特

に上院ではこの傾向が強い。上院のウェブサイ

トには、上院議員の役割について、法律を制定

する「立法行為」、行政を監視する「政府のコン

トロール」と並び、「地方の代表」を掲げ、その

役割を次のように述べている。

「大多数の上院議員は、上院議員職のほかに、

地方議員職を行使している。・・・地方議会の集

会や審議に参加することにより、議員たちは、

その自治体の問題を知り、かつ体験する。こう

して、議員たちは住民の真の関心事に触れる。

全上院議員は、様々な県から選ばれ、それぞれ

の地方の経験を照らし合わせて、地方の利益と

国家の利益を調和させることができるので
(９)

ある。」

このような現実から、地方公共団体の代表た

る上院（議員）は、法理論とは裏腹に、いきお

い個別の地方の利益誘導に走る危険性も孕んで

いるのである。

２ 上院議員の選挙

上院の選挙で特徴的なことは、下院における

ごとく国民による直接選挙ではなく、先の憲法

第24条第３項が示すように、間接選挙で選出さ

れることである。具体的には、フランス本国の

96県及び海外県
(10)

４県の計100県を中心に、ニュー

カレドニアその他の海外領土、及び国外在住フ

ランス人等で形成される選挙人団、総計約14万

５千人による間接選挙で行われる。

上院の議席総数321は、A、B、Cの概ね同数

の３グループに分けられ、一つのグループが前

述のように３年毎に改選される。前回2001年９

月に行われた Bグループ（定数102）の改選時を

例にとると、選挙人は、該当選挙区の下院議員

178人、州議会代表583人、県議会代表1,40１人、

市町村（コンミュ
(11)

ーン）議会代表47,534人で、

海外領土及び国外在住フランス人代表等を含め

ると、選挙人総数は49,845人にのぼ
(12)

った。従っ

て選挙人の95％以上を市町村議会代表が占めて

いることに
(13)

なる。

間接選挙に関わる選挙人の大多数が36,000以

上ある市町村議会の代表で占められていること

から、上院は、伝統的に保守的な農山村部代表

の色彩が強く、都市部の住民に著しく不利な形

となっている。かねてから、上院は「農業会議

所」（Chambre d’agriculture）、「小市町村の大

評議会」（Grand conseil des petites communes)

などと揶揄されて
(14)

きた。

また、議員の被選挙権年齢が満35歳以上、任

期が９年というのも、下院に比して著しくアン

バランスであるばかりで
(15)

なく、議員の平均年齢

が必然的に高くなり、このことも強い批判の対

象となっていた。大統領の任期でさえ、2000年

９月、国民投票による憲法改正により、７年か

ら５年に短縮されているのである。

いま一つ、上院選挙で特徴的なことは、主た

る選挙区である県の議席定数によって選挙方法

が異なることである。今回の改正前は、定数２

以下の県においては、多数代表２回投票制（以

下、「多数代表制」とする）によって選挙が行わ

れ、定数３以上の県においては、拘束名簿式比
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例代表制（以下、「比例代表制」とする）によっ

て選挙が行われることになっていた。多数代表

制は、100県中、50県及び海外領土に適用され、

計97議席が選出される。比例代表制は、残り50

県と国外在住フランス人を代表する12人の選挙

に適用され、計224議席が選出される。

３ 上院の改革

第二院である上院の位置付けの曖昧性、議員

の被選挙権の年齢の高さ、任期の長さに加え、

地方公共団体と密接に関連した独特の選挙制度

等々が、一貫して保守勢力優位を支えてきたた

め、上院の改革はことあるごとに国政課題とし

て登場することになる。

第二次大戦後、未だ第四共和制下にあった

1946年に、上院の存廃を巡って、国民投票が行

われているが、この時、国民は上院の存続を選

択している。次いで、1958年の第五共和制の発

足後、この体制の生みの親とも言うべきド・ゴー

ル元大統領が、1960年代になり、農業政策をめ

ぐって上院と対立し、以後、両者は次第に敵対

するようになっていった。ド・ゴール元大統領

は、本来保守勢力に依拠する政治家であったが、

上院の頑迷固陋さに手を焼き、1969年４月、遂

に上院を立法機関から経済社会諮問委員会に格

下げし、実質的な上院廃止を目論んだ憲法改正

案を国民投票にかけるに至
(16)

った。結果は、大統

領の敗北に終わり、ド・ゴール元大統領は辞任

に追い込まれたのである。

時代を経て、2000年７月、保守派のシラク大

統領下で政権を担っていた社会党のジョスパン

前首相は、保守の牙城である上院の改革に挑み、

「上院議員選挙に関する2000年７月10日の法律

第2000-641号」（以下「2000年上院選
(17)

挙法」）を

成立させた。同法の骨子は、憲法で定められた

間接選挙の枠組みを保持しつつ、農山村部偏重

を排し、徹底的に人口数を反映した選挙人団を

構成するため、①人口300人に１人の割合で選挙

人を選ぶこととし（同法第２条）、②議席定数４

以下の県においては多数代表制、定数５以上の

県においては比例代表制によって選挙を行うと

いう同法以前の規定を、一挙に定数２以下の県

においては多数代表制、定数３以上の県におい

ては比例代表制によって選挙を行うという規定

に改めた（同法第９条及び第10条）。

いずれの規定も右派による上院の専横を切り

崩す狙いがあったのであるが、①については憲

法院が違憲と採決したため、第２条が削除され

て同法は成立した。憲法院の判断は、選挙人を

人口300人に１人とすると、人口の多い地域に

よっては、地方議員の選挙人では足りず、地方

議員以外に、法律では認められている補助選挙

人が占める割合が大幅に増え、前述の「上院は、

共和国の地方公共団体の代表を保障する」とい

う憲法の規定に反するというものであった。し

かし、②については合憲と認められ、多数代表

制と比例代表制の分岐点が、大幅に下がったこ

とで、2001年９月の Bグループの改選では、比

例代表制を採用しなければならない県が、４県

から一挙に17県に増え、102議席中、74議席が比

例代表制で選出されることになった。この結果、

三分の一の改選で、左派は、全体で13議席増を

得て、保守派の一角に食い込むことに成功した。

この時の改選後、ル・モンド紙はその社説に

おいて、上院における左派の躍進に一定の評価

を下しつつも、上院そのものの存在理由につい

て次のような疑問を投げかけている。

「ドイツや米国のように連邦制をとる国にお

いては第二院は州を代表することができ

る。・・・しかしフランスのような体制をとる国

においては、第二院の役割は明確ではない。・・・

実際、上院は、しばしば保守主義の砦として振

舞ってきた。冷静沈着な行動をとるどころか、

左派の政権下にあっては議事妨害も辞さない急

進野党の役割を実践し、逆に、右派の政権下に

フランス上院（元老院）改革２法が成立
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あっては、多数派の行き過ぎを和らげるどころ

か、むしろその政策を強化する選択を行って
(18)

きた。」

同紙は、上院に課された役割として、①（地

方）議員の経験を生かし、立法府を「熟慮の府」

（Chambre de reflexion）とすること、②地方

公共団体の受任者たる「フランスの市町村の大

評議会」（Grand conseil des communes de
 

France）たること、の２点を挙げている。

上院の在り方に対して批判が高まる中で、上

院自身も手をこまねいていたわけではない。

2001年９月の改選後、上院議長に再選されたク

リスティアン・ポンスレ議長は、ダニエル・ホッ

フェル副議長を座長とする、超党派からなる「上

院改革検討委員会」を立ち上げている。ポンス

レ議長が委員会に指示した命題は、①上院の存

在の正常化（normaliser l’existence du Senat）、

②上院が、フランス人及び国外在住の同胞に耳

を傾ける、真に身近な議会（une veritable as-

semblee de proximite）となるための仕事の革

新及び活動の改善、の２点であった。同検討委

員会は、2002年７月、上院理事部に大部な報
(19)

告書

を提出している。今回の改革法のうち、特に組

織法律2003-696号には、報告書の内容が多く反

映されている。

４ 上院改革２法の要点

今回の上院改革2法については、仮訳（後掲）

を付したので、ここでは要点のみを紹介する。

⑴ 組織法律2003-696号（全８条）

○ 第１条～第５条：上院議員の任期を９年

から６年に引き下げ、３年毎に三分の一

を改選していたのを2010年の改選の時か

ら第１及び第２の２グループに再編し、

以後３年毎に二分の一を改選することと

する。このための経過措置として、次回

2004年９月に予定されている Cグルー

プ（の選挙区）を、抽選により任期６年

組と９年組とに分ける。抽選は、2003年

10月から始まる新会期の第１週に
(20)

行う。

また、上院議員の被選挙権の年齢を満30

歳以上に引き下げる。さらに県選出の議

席数を2010年までにこれまでの304から

段階的に326に増やす。

○ 第６条～第８条：海外領土等に新たに適

用する規定である。フランス領ポリネシ

ア、ニューカレドニア、マイヨットの議

席をそれぞれ１増
(21)

する。県選出議員の定

数増22と合わせ、全体で25増となり、上

院の定数は2010年には346議席とする。第

７条で旧フランス領ソマリランドに属し

ていたアファール・エ・デ・イッサスの

１議席を廃止
(22)

する。

⑵ 通常法律2003-697号（全６条）

○ 第１条：上記の組織法律2003-696号第５

条で定める県選出議員の22議席増の配分

を定めている。（条文中の表にはフランス

全100県中、議席増のあった21県だけを掲

載している。21県中、セーヌ・エ・マル

ヌ県の2議席増を除き、あとはすべて１議

席増である。）県選出議員の議席数は304

から326に増える。

○ 第２条：同組織法律第２条で定める、A、

B及び Cの３グループを６年任期の第

１及び第２の２グループに再編し、移行

するまでの区分を定めた。条文中の表に

は議席数が記載されていないが、Cグ

ループが抽選により二つに分けられて、

それぞれがA、Bのいずれかのグループ

に属することになる。抽選の結果に従い、

Cグループの帰趨が確定し、新たに法律

が制定されるまで、暫定的な区分表だけ

を表したものと思われる。理解に資する

ため、改選前の選挙法典付属の別表第５
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を以下に掲げておく。ちなみに、A、B及

び Cの３グループ（Series）のうち、海

外県４県を除く、フランス本土の96県は

原則として県名のアルファベット順に区

分されている。例外は Cグループ中のエ

ソンヌ県からイヴリーヌ県までのイル・

ド･フランス州に属する、パリ（県）を含

む首都圏８県である。

表第５

Aグループ Bグループ Cグループ

県 の 代 表

アン県からアーンドル県まで
（Ain a Indre） ……………… 95

アーンドル・エ・ロワール県からピ
レネー・ゾリアンタル県まで
（Indre-et-Loire a Pyrenees-
Orientales） …………………… 94

バ・ラン県からイオンヌ県まで
（Rhin［Bas-］a Yonne） …… 62

エソンヌ県からイヴリーヌ県まで
（Essonne a Yvelines） ……… 45

ギアーヌ県
（Guyane）……………………… 1

ラ・レユニオン県
（La Reunion） ………………… 3

グァドループ県（Guadeloupe）、
マルティニク県（Martinique)… 4

96 97 111

海外領土、海外自治体及び国外在住フランス人の代表

フランス領ポリネシア
（Polynesie française） ……… 1

ワリス・エ・フツナ諸島
（Iles Wallis et Futuna） …… 1

ニューカレドニア
（Nouvelle-Caledonie） ……… 1

海外領アファ-ル・エ・デ・イッサス
（Territoire des Afars et  des Issas） …………………………… 1

マイヨット（Mayotte）………… 1

サン-ピエール・エ・ミクロン
（Saint-Pierre-et-Miquelon） … 1

国外在住フランス人
（Français etablis hors de France） ……………………… 4

国外在住フランス人
（Français etablis hors de France） ……………………… 4

国外在住フランス人
（Français etablis hors de France） ……………………… 4

102 103 117

（出典）Code electoral,Dalloz,edition 2002,pp.300-301.

○ 第３条～第４条：海外領土及び国外在住

フランス人の上院代表の扱いについて、

選挙法典の補足

○ 第５条～第６条：多数代表制によって選

挙を行う県を、ジョスパン時代に定めた

定数２以下の県から定数３以下の県に改

めた。また、比例代表制によって選挙を

行う県を、定数３以上の県から定数４以

上の県に改めた。

○ 第７条（憲法院で違憲と裁決されたため

削除）

第７条はもともと原案にはなく、上院の審議

過程において、保守派からの修正案として加え

られた。条文は以下のとおりである。

第７条（新設）選挙法典 L52-
(23)

3条に次の三項を

加える。

「各種類(categorie)の選挙において用いられ

る投票用紙の様式及び、場合により、文字の

大きさは、当該選挙に関する法令で定めると

ころに適合しなければならない。

「多数代表制による選挙について、投票用紙

には、単数又は複数の候補者の氏名以外の固

有名詞を入れることはできない。

「名簿式投票制による選挙について、県又は

州の各選挙区に提出される名簿には、国のレ

ベルで識別されるために、同じ名称を付する

ことができる。一の政治団体若しくは政党の

名称、又は、場合により、その代表者の氏名

を記載することができる。」

フランスの各種公選制においては、候補者が、

選挙運動の一環として、法令の規定に従い、ポ

スター、政見案内状（circulaire）等とともに、

投票用紙を自ら印刷し、選挙人に配布すること

が認められて
(24)

いる。（選挙の際に、選挙人が選挙

フランス上院（元老院）改革２法が成立
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管理員の監視下で投票することは言うまでもな

い。）この第７条新設の趣旨は、上院の比例代表

制で選出される選挙区では、政党・政治団体が、

候補者を印刷した投票用紙に、選挙人の参考に

供するために、当該の政党・政治団体名又はそ

の代表者名を印刷し、候補者の所属政党・団体

を明瞭にすることに
(25)

ある。36,000以上ある（小）

市町村を代表する選挙人が、候補者の全国レベ

ルでの所属政党・団体を容易に見分けることが

でき、保守派に有利に働くものと思われる。

５ 議会での審議と憲法院の判断

両改革法案とも2003年５月22日に上院に提出

され、両法案は一体のものとして審議されてき

た。両法案とも上院では６月12日に修正可決さ

れ、下院においては、７月７日に上院の採択案

を無修正で可決して成立した。両法案の提案者

の一人、クリスティアン・ポンスレ上院議長は、

下院で可決された日、「この自己改革は、時代の

空気に譲歩したものでもなく、組織の被虐的行

為でもない。上院を安定させ、その存在を正常

化し、その真髄を守るために取られた緊急の必

要性の結果で
(26)

ある」と述べた。

議会での審議において、組織法律2003-696号

は両院ともほぼ全会一致に近い票決で可決され

た。しかし、通常法律2003-697号については、

社会党をはじめとする野党は頑強に反対した。

社会党は、両法案の可決後、通常法律2003-697

号について、直ちに上下両院各60名以上の署名

を集め、同法が憲法に違反しているとして憲法

院に提訴
(27)

した。

提訴の理由を簡単に紹介する。

① 第１条の各県への議席の配分は人口動態を

反映しておらず、不均衡（一票の持つ重み

の格差）が著しい。

② 第５条と第６条に関し、県において多数代

表制で行う選挙を、これまでの定数２以下

から３以下の県に引き上げたこと、比例代

表制で行う選挙を、これまでの定数３以上

から４以上の県に引き上げたことの結果、

比例代表制で選挙を行う県は、これまでの

50県から24県に半減する。多数代表制と比

例代表制の分岐点は、先述の「2000年上院

選挙法」でジョスパン前政権時代に改正し

たばかりである。比例代表制の選挙区が減

ることにより、「公選職への男女の平等なア

クセスを促進することを目的とする2000年

６月６日の法律第2000-49
(28)

3号」（以下「男女

同数法」）の適用範囲が狭まり、女性の議会

進出を後退させる。このことは、1999年の

男女平等について定めた改正
(29)

憲法に違反す

る。

③ 第７条は、明らかに法案の他の部分との関

連性を欠いている。さらに同じ上院議員選

挙において、多数代表制と比例代表制によ

る候補者に客観的な相違はなく、選挙に際

しての候補者の扱いに差別をつけることは

正当性に欠ける。

この提訴に対して、憲法院が７月24日に下し

た裁決の概要は以下のとおりで
(30)

ある。

① については、無視できない不均衡を残して

いるとは言え、それでもなお不均衡の縮小

には目に見える著しい結果が出ている。

② については、男女の公選職への平等なアク

セスを促進する憲法第３条第５項は、憲法

第34条第３項第１号に定める、立法者が国

会において「両院及び地方議会の選挙制度

を定める」権限を奪うものではない。

③ については、まず、L52-3条は、選挙法典第

一部「各県の下院議員、県会議員、市町村

議員の選挙に関する規定」であって上院の

それではない。また候補者でない者の氏名

を投票用紙に記載することは、選挙人に混

乱を生じせしめ、選挙の厳正さを歪めるも

のである。法律は明解であるべしという法
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律そのものの目的にも反する。

憲法院は、以上の理由をもって、第７条のみ

を違憲とする裁決を下した。

かくして組織法律2003-696号及び通常法律

2003-697号は、７月30日に大統領の審署を得て

成立し、翌31日、官報に公示された。

(注)

⑴ Loi organique n°2003-696 du 30 juillet 2003

portant reforme de la duree du mandat et de l’age
 

d’eligibilitedes senateurs ainsi que de la composi-

tion du Senat（フランス官報：2003.7.31、p.13016）

なお、組織法律とは、第五共和制において公権力の

組織と運営の態様を定める法律で、憲法の規定する

事項について、特別の採択手続と憲法院の合憲性審

査手続をもって制定され、法律階層では憲法的法律

と通常法律の中間に位置付けられている。（山口俊夫

編『フランス法律辞典』東京大学出版会、2002より。）

⑵ Loi n°2003-697du 30juillet 2003portant refor-

me de l’election des senateurs（フランス官報：

2003.7.31、p.13017）

⑶ 憲法の定めるところにより、予算法律案及び社会

保障財政法律案は下院が先議権を有する。両院の意

見が一致しない場合は、首相の要請で、両院同数合同

委員会が開催され、協議されるが、それでも一致を見

ないときは、下院に最終的な議決権がある。政府不信

任決議権も下院にのみ認められている。ただし、「地

方分権化」に関する最近の憲法改正で、地方公共団体

及び国外在住フランス人に関する法案については、

上院に先議権が付与された。

⑷ 只野雅人「不可分の共和国とフランス元老院―『地

域代表』の観念をめぐって」『法律時報』73巻２号、

2001.2．筆者は、この問題についてフランスの憲法学

者の見解や憲法院の解釈を紹介しているので参照さ

れたい。

⑸ 同上。p.89で筆者が紹介しているフランスの法学

者、J.-A.Mazeresの見解。

⑹ ○「共和国の地方分権化される組織に関する2003

年３月28日の憲法的法律第2003-276号」（Loi con-

stitutionnelle n°2003-276du28mars2003relative
 

a l’organisation decentralisee de la Republique）

（フランス官報：2003.3.29、p.5568）

○門彬「フランスの憲法改正――新たな地方分権

改革法の制定――」『調査と情報-ISSUE BRIEF-』

425号、国立国会図書館調査及び立法考査局、2003.7

⑺ 1982年の「地方分権改革法」により、中央政府派遣

の知事による後見制度は廃止され、各地方公共団体

の議会で選出された議長がその地方公共団体の首長

を兼ねることとなった。従って、自治体の首長を兼ね

る国会議員は強大な権力をもつことになる。

⑻ 国会議員と閣僚等の政府構成員との兼職は憲法で

禁じられている。

⑼ 上院サイト：「上院、地方公共団体の代表」（Le
 

Senat,representant des collectivites locales）

＜http://www.senat.fr./role/instit.html＞（last
 

access2003.8.14)

⑽ グァドループ島（西インド諸島）、マルティニク島

（西インド諸島）、ギアーヌ（南米北東部）、レユニオ

ン島（マダガスカル東部のインド洋）の４県。

コンミューン：市町村と訳されるが、日本におけ

るように、市、町、村ではなく、あくまでも県より下

位の行政区分を一律に指す。その意味では、人口100

万人を越える大都市も人口数十人の僻村も行政的に

は同じコンミューン（市町村）である。

上院サイト：「上院選挙 2001.9.23」（Les Elec-

tions senatoriales23septembre2001）

＜http://www.senat.fr/index.html＞（last access

2003.8.15)

1999年に行われた国政調査によれば、市町村の数

は36,679を数え、そのうち90％以上にあたる32,000

の市町村が、人口わずか2000人以下である。（内務省

サイト：「統計（地方公共団体）」）

＜http://www.dgcl.interieur.gouv.fr/donneeschif-

frees/accueil  donnees chiffrees.html＞（last
 

access2003.8.25)

新倉俊一編『事典現代のフランス［増補版］』大修
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館書店、1999、p.36.

下院は、議員の任期が５年で、任期満了か大統領の

解散宣言により、１区１人の小選挙区で国民の直接

選挙により一斉に改選される（定数577）。被選挙権は

満23歳以上である。

前掲『事典現代のフランス［増補版］」p.38.及び滝

沢正『フランス法 第２版』三省堂、2002、p.140.

Loi no 2000-641du 10juillet 2000relative a l’

election des senateurs

フランス法令サイト（Legifrance）：＜http://www.

legifrance.gouv.fr/html/index2.html＞

Le monde,2001.9.25

”Rapport du groupe de reflexion sur l’institution
 

senatoriale” presente par M.Daniel HOEFFEL,

Vice-President du Senat au Bureau du Senat

上院サイト：＜http://www.senat.fr/rap/r01-2002/

r01-2002.html＞（last access2003.8.3)

1998年に選出されたAグループは2007年に９年

間の任期を終える。2007年に６年任期で改選される

新たなAグループと2004年選出の Cグループの半

数（抽選で９年任期となる議員）とが第２グループを

形成する。さらに2001年に選出された Bグループと

2004年選出される Cグループの残り半数（抽選で６

年任期となった議員）とが第１グループを形成する。

第１グループ全員は2010年にその任期を満了し、第

２グループ全員は2013年に任期満了となって、2010

年以後３年毎に半数が改選される仕組みとなる。

海外領土の安定を重視するフランス政府の政策を

反映した措置。

1977年、海外領土（旧植民地）ソマリランドがジプ

チ共和国として独立し、1980年のフランス上院の改

選以来、空席となっていた。通常フランスの上院の定

数は321であるとされているが、法的には322であっ

た。今回、この組織法律でアファール・エ・デ・イッ

サスの議席を正式に廃止したものである。

選挙法典 L52-3条：「各候補者又は候補者名簿の

投票用紙には、そのシンボルマークを印刷させるこ

とができる。」

例えば、上院議員選挙について定めた、選挙法典第

２部第４編第５章「選挙運動」（propaganda）L308条

第１項には、「候補者が印刷させ、個々の選挙人団に

送付することができる政見案内状及び投票用紙の数

量、寸法及び送付方法は、コンセイユ・デタの議を経

るデクレで定める」とある。他の公選についても同様

の規定がある。

法案第334号修正案提案理由（Amendement
 

presentepar M.Darniche）：

＜http://ameli.senat.fr/public/AmeliGrandPublic?

num＝334&ann＝2002&page＝grandpublic.Ac-

cueilGrandPublic＞(last access2003.8.30)

Le monde,2003.7.13

組織法律については、憲法第46条及び第61条の定

めるところにより、提訴がなくても憲法院の合憲性

審査に付託される。組織法律2003-696号については、

問題なく合憲の裁決が下ったので、ここでは省略す

る。

一名「パリテ法」とも呼ばれる。その概要は、候補

者名簿による比例代表制の選挙において、名簿に登

載する男女の候補者数の差が１を越えてはならない

というもので、市町村議会、県議会、州議会、欧州議

会の各選挙に適用され、上院選挙についても比例代

表区には適用される。（下院総選挙においては、１区

１人制であるので適用されない。）

（Loi no2000-493du6juin2000tendant afavoriser
 

l’egal acces des femmes et des hommes aux
 

mandats electoraux et fonctions electives)（Legi-

france：＜http://www.legifrance.gouv.fr/html/

index2.html＞）

憲法改正法「男女の平等に関する1999年７月８日

の憲法的法律第99-569号」（Loi constitutionnelle no

99-569du8juillet1999relative al’egaliteentre les
 

femmes et les hommes）：憲法第３条に、第５項と

して「法律は、男女の公選職への平等なアクセスを促

進する」、同第４条に、第2項として「政党及び政治団

体は、この法律の定める条件により、第３条第５項に

明示する原則の実施に寄与する」の二項が加えられ
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た。この憲法改正に基づいて、翌2000年に「男女同数

法」が制定された。この法律の制定に対して、上院は、

同法が比例代表制の拡大につながることを危惧し、

頑強に抵抗していたが、シラク大統領が同法に賛意

を表明していたこともあって、成立に至ったという

経緯がある。

Decision n°2003-475 DC-24 juillet 2003 Loi
 

portant reforme de l’election des senateurs

＜http://www.conseil-constitutionnel.fr/decision/

2003/2003475/2003475dc.htm＞(last  access

2003.8.3)

参考文献（注で用いたものを除く）

⑴ 黒瀬敏文「解説フランス選挙法典（一）～（一四・

完）」『選挙時報』41(6)［1992.10］～46(6)［1997.6］

⑵ 亀高康弘「現代フランスの選挙制度とその問題点

―近年の選挙制度改革を手がかりとして―」『Vita
 

futura』(9)、2001.12.

⑶ 田中嘉彦「二院制をめぐる論点」『調査と情報

-ISSUE BRIEF-』429号、国立国会図書館調査及び

立法考査局、2003.8.

⑷ Code electoral,Dalloz,edition 2002

⑸ 上院サイトから

・Proposition de loi organique portant reforme de
 

la duree du mandat et de l’election des senateurs
 

ainsi que de la composition du Senat（no.312）＜

http://www.senat.fr/dossierleg/ppl02-312.

html＞(last access2003.7.14)

・Proposition de loi portant reforme de l’election
 

des senateurs (no.313)

＜http://www.senat.fr/dossierleg/ppl02-313.

html＞（last access2003.7.14)

・Composition et regime electral du Senat（Ⅲ

Mode d’election des senateurs）

＜h t t p://w w w.s e n a t.f r/e v e n e m e n t/

compositio2.heml＞

（last access2003.8.12)

・Vos senateurs-Mode d’election des senateurs

＜http://www.senat.fr/role/senate.html＞

（last access2003.8.14)

補記

本稿の脱稿後（2003.9.10）、議会の新会期の開催初日

である10月１日に、上院で、後掲の組織法律2003-696号

第２条Ⅱに定めるところに従い、Cグループを任期６

年組と９年組に分ける抽選が行われた。この結果、バ・

ラン県からイオンヌ県までの議席は、来年2004年９月

の改選時に９年任期で選出されることになり、イル・

ド・フランス州（パリ県を含む首都圏）の８県及びグァ

ドループ、マルティニク両海外県並びに海外領土マイ

ヨット及びサン-ピエール-エ-ミクロンの議席は、6年任

期で選出されることとなった。注(20)で述べたように、

前者の９年任期組は、旧Aグループと共に新たに第2

グループを形成し、同グループは2013年に任期を終え、

以後６年任期で改選される。後者は旧 Bグループと共

に第１グループを形成し、同グループは2010年に任期

を終え、以後６年任期で改選される。

上院プレス・コミュニケ（2003.10.2)：Le Senat
 

organise le passage progressif au mandat de six ans

＜http://www.senat.fr/presse/cp20031002.html＞

（last access2003.10.3)

Le monde,2003.10.3, Au Senat,la reduction des
 

mandats par tirage au sort”

（かど あきら・海外立法情報調査室）

フランス上院（元老院）改革２法が成立
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上院議員の任期及び被選挙権の年齢並びに上院の構成の改革に関する

2003年７月30日の組織法律第2003-696号

Loi organique n°2003-696du 30juillet 2003portant reforme de la duree du mandat et de
 

l’age d’eligibilitedes senateurs ainsi que de la composition du Senat

門 彬 訳

第１条

選挙法典 LO275条を次のように改める。

「LO275条 上院議員の任期は、６年とする。」

第２条

Ⅰ 選挙法典 LO276条を次のように改める。

「LO276条 上院議員を半数ずつ改選する。こ

のため、この法典に付属する別表第５に従い、

上院議員を概ね人数の等しい第１及び第２の二

つのグループ（series）に分ける。」

Ⅱ 経過措置として、抽選により第２グループ

とされた Cグループの上院議員は、2004年に９

年の任期で選出する。

2003年10月の第１
(１)

週に、上院理事部は、本会

議において、任期が９年となる Cグループの上

院議員の議席について、第３条Ⅲの規定を条件

として、抽選を行う。

このため、Cグループの議席は、セーヌ・エ・

マルヌ県を除く、バ・ラン県からイオンヌ県の

議席を一つの組（section）とし、グァドループ、

マルティニク及びイル・ド・フラ
(２)

ンスの各県並

びにマイヨット及びサン・ピエール・エ・ミク

ロンの議席を他の組とする二組に区分する。

Ⅲ Ⅰの規定は、2010年の半数改選の時から実

施する。

第３条

Ⅰ 「国外在住フランス人の上院代表に関する

1983年６月17日の組織法律第83-499号」の第１

条に次の１項を加える。

「上院の半数改選の時に、国外在住のフラン

ス人を代表する上院議員は、６人選出される。」

Ⅱ 同組織法律第５条は、削除する。

Ⅲ 経過措置として、2004年に選出される国外

在住のフランス人を代表する上院議員４人のう

ち２人の任期は、９年とする。その指定は、選

挙の翌月に行う本会議において、上院理事部が

実施する抽選により行う。

Ⅳ Ⅰ及びⅡの規定は、2010年の半数改選の時

から実施する。

第４条

選挙法典 LO296条第１項を次のように改め

る。

「30歳未満の者は、上院議員に選出されるこ

とができない。」

第５条

Ⅰ 選挙法典 LO274条を次のように改める。

「LO274条 上院県選出議員の定数を326とす

る。」

Ⅱ 経過措置として、上院県選出議員の定数は、

2004年に313、2007年に322とする。

第６条

Ⅰ 選挙法典第５部第７編 L439条の前に、
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LO438-1条、LO438-2条及び LO438-3条の三条

を加える。

LO438-1条 ニューカレドニアにおいて

は、２人の上院議員を選出する。

「フランス領ポリネシアにおいては、２人の

上院議員を選出する。

「ワリス・エ・フツナ諸島においては、１人

の上院議員を選出する。」

「LO438-2条 第２部中 LO274条を除く組織

法律の規定は、上院ニューカレドニア選出議員、

上院フランス領ポリネシア選出議員及び上院ワ

リス・エ・フツナ諸島選出議員の選挙について、

これらの規定中次の各号に掲げる字句は、当該

各号に掲げる字句に読み替えて適用する。

「1° ニューカレドニアについては、次のよ

うに読み替える。

「ａ)『県』とあるのは『ニューカレドニア』

「ｂ)『知事職（prefecture）』とあるのは『共

和国高等弁務官（haute-commissaire de la
 

Republique）』又は『共和国高等弁務官の職務』

「ｃ)『副知事（sous-prefet）』とあるのは『共

和国代表委員（commissaire delegue de la
 

Republique）』

「2° フランス領ポリネシアについては、次

のように読み替える。

「ａ)『県』とあるのは『フランス領ポリネシ

ア』

「ｂ)『知事』及び『知事職』とあるのは『共

和国高等弁務官』及び『共和国高等弁務官の職

務』

「ｃ)『副知事』とあるのは『行政管区長（chef
 

de subdivision administrative）』

「3° ワリス・エ・フツナ諸島については、

次のように読み替える。

「ａ)『県』とあるのは『ワリス・エ・フツナ』

「ｂ)『知事』及び『知事職』とあるのは『高

等行政官（administrateur superieur）』及び『高

等行政官の職務』

「ｃ)『副知事』とあるのは『管区長（chef de
 

circonscription territoriale）』」

「LO438-3条 LO131条及び LO133条の適用

については、自治体の形態如何を問わず、その

自治体に属し、かつこれら二条に掲げる職と同

等の職で、ニューカレドニア、フランス領ポリ

ネシア及びワリス・エ・フツナ諸島を管轄区域

とするものは、コンセイユ・デタの同意を得て

制定するデクレで定める。

Ⅱ 「上下両院海外領土選出議員及び上下両院

ニューカレドニア選出議員の選挙に関する1985

年７月10日の組織法律第85-689号」の第6条及び

第７条は、削除する。

Ⅲ Ⅰ及びⅡの規定は、ニューカレドニア及び

フランス領ポリネシアについては、これらが属

するグループの次回の改選の時から実施する。

第７条

上院旧領土アファール・エ・デ・イッサス選

出議員の議席は、廃止する。

第８条

Ⅰ 選挙法典第３部第２編第５章 L334-15条の

前に、LO334-14-1条として次の条を加える。

「LO334-14-1条 マイヨットにおいては、２

人の上院議員を選出する。

「この法典の第２部中、組織法律の規定は、

マイヨットの上院議員選挙に適用する。」

Ⅱ 「マイヨットの上院議員の選出に関する

1976年12月28日の組織法律第76-1217号」は、廃

止する。

Ⅲ Ⅰ及びⅡの規定は、マイヨットが属するグ

ループの次回の改選の時から実施する。

フランス上院（元老院）改革２法が成立
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(注)

⑴ フランス議会の通常会期は、10月初めから翌年６

月末までと定められている。今年2003年10月に始ま

る2003-2004会期開催の第１週に、2004年９月に行わ

れる Cグループの改選における、任期９年組と６年

組を予め抽選で決めておくという規定。

⑵ イル・ド・フランスは、フランスで22ある州の一つ

で、もとはパリ州と呼ばれていた。パリ（県）を含む

首都圏８県からなる。一つの組（section）ともう一

つの組の議席数のバランスをとるために設けられた

条項。現 Cグループが分けられた二つの組のいずれ

かが、それぞれ抽選で、第２条Ⅰに定める将来の第１

グループ（serie）、第２グループのいずれかに属する

ことになる。

（かど あきら・海外立法情報調査室）
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上院議員選挙改革に関する2003年７月30日の法律第2003-697号

Loi n°2003-697du 30juillet 2003portant reforme de l’election des senateurs

門 彬 訳

第１条

上院県選出議員の定数を定める選挙法典付属

の別表第６の一部を次のように改
(１)

める。

県 議席数

アン ３

アルプ・マリティム ５

ブーシュ・デュ・ローヌ ８

ドローム ３

ウール・エ・ロワール ３

オート・ガローヌ ５

ジロンド ６

エロー ４

イゼール ５

メーヌ・エ・ロワール ４

ワーズ ４

バ・ラン ５

オ・ラン ４

セーヌ・エ・マルヌ ６

ヴァール ４

ヴォクリューズ ３

グァドループ ３

ギアーヌ ２

ラ・レユニオン ４

ヴァル・ドワーズ ５

イヴリーヌ ６

合 計 ３２６

第２条

Ⅰ 第１グループは、旧 Bグループの議席と

2004年の部分改選の時に任期６年とされる旧 C

グループの議席とで構成する。

第２グループは、旧Aグループの議席と2004

年の部分改選の時に任期９年とされる旧 Cグ

ループの議席とで構成する。

Ⅱ 抽選による第１グループ及び第２グループ

の区分に従って、2004年の改選前に、選挙法典

付属の別表第5を法律で改める。

Ⅲ Ⅰの規定は、2010年の半数改選の時から実

施する。

Ⅳ 経過措置として、各グループの上院議員の

議席区分を定める選挙法典付属の別表第５を次

のように改
(２)

める。

Aグループ Bグループ Cグループ

県 の 代 表

アン県からアーンドル県まで アーンドル・エ・ロワール県からピ
レネー・ゾリアンタル県まで

バ・ラン県からイオンヌ県まで

エソンヌ県からイヴリーヌ県まで

ギアーヌ県 ラ・レユニオン県 グァドループ県、マルティニク県

ニューカレドニア、海外自治体及び国外在住フランス人の代表

フランス領ポリネシア
ワリス・エ・フツナ諸島

ニューカレドニア マイヨット
サン-ピエール・エ・ミクロン

国外在住フランス人 国外在住フランス人 国外在住フランス人
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第３条

Ⅰ 選挙法典 L440条は、削除する。

Ⅱ 同法典 L442条を次のように改める。

1° 「上院フランス領ポリネシア選出議員（単

数）」及び「上院ニューカレドニア選出議員（単

数）」とあるのは、各 「々上院フランス領ポリネ

シア選出議員（複数）」及び「上院ニューカレド

ニア選出議員（複数）」に改める。

2° 「Aグループ」及び「Bグループ」とある

のは、各々「第２グループ」及び「第１グルー

プ」に改める。

Ⅲ Ⅰ及びⅡ1°の規定は、ニューカレドニア及

びフランス領ポリネシアが属するグループの次

回の改選の時から適用する。

Ⅱ2°の規定は、2010年の改選の時から適用す

る。

第４条

2010年の改選の時から、「国外在住フランス人

を代表する上院議員の選挙に関する1983年５月

18日の法律第83-390号」第２条の「三分の一」と

あるのは、「二分の一」に改める。

第５条

選挙法典 L294条第１項を次のように改める。

「上院議員の定数が３人以下の県においては、

選挙は、多数代表２回投票制によって行う。」

第６条

選挙法典 L295条第１項を次のように改める。

「上院議員の定数が４人以上の県においては、

選挙は、混合投票（panachage）及び優先投票を

用いない最大平均式比例代表制によって行う。」

第
(３)

７条

（2003年７月24日付憲法院裁決第2003-475号

により違憲と宣告された規定）

(注)

⑴ この表には、フランスにおける全100県（本土県96

及び海外県４）のうち、議席増のあった21県だけを挙

げている。表のうち、 印を付したセーヌ・エ・マル

ヌ県のみが２議席増で、あとは全て１議席増である。

法改正前の全県の議席数は304で、表に挙げられた21

県の22議席を加えると、合計326議席となる。

⑵ 法文中の表には議席数が入っていない。この法律

の制定時点では、上記の第２条Ⅰ及びⅡで定める新

しいグループ分けの抽選は行われていない。抽選に

より議席数が確定した後に、Ⅱで「2004年の改選前

に、選挙法典付属の別表第５を法律で改める」と規定

されているように、新たに区分表が改定されること

になる。

なお、前掲解説中に掲げた現行の「表第５」の区分

と異なる点は、海外領アファール・エ・デ・イッサス

が削られている点だけである。前掲解説中８頁の注

を参照のこと。

⑶ 前掲解説５頁の訳文を参照のこと。

（かど あきら・海外立法情報調査室）
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